
 

 

 

2024年３月 19日 

各 位 

会 社 名 株式会社アイ・エス・ビー 

代表者名 代表取締役社長 若尾 一史 

（コード番号：9702  東証プライム市場） 

問合せ先 取締役管理本部長 竹田 陽一 

                      （TEL．03－3490－1761） 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

当社は、2024年３月 19日開催の取締役会において、2024年７月１日を効力発生日として、当社を吸

収合併存続会社とし、当社連結子会社である株式会社アイエスビー東北（以下、「アイエスビー東北）」

といいます。）を吸収合併消滅会社として吸収合併（以下、「本合併」といいます。）することを決議い

たしましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は 100％出資の連結子会社を対象とする簡易合併・略式合併であるため、開示事項・内容

を一部省略しております。 

 

記 

 

１．吸収合併の目的 

  本合併は、当社グループの経営の効率化を図るとともに、付加価値の高いサービスの提供を目的とし

ております。 

 

２．本合併の要旨 

（１）日程 

合併承認決議取締役会 2024年３月 19日 

合併契約締結日 2024年４月１日（予定） 

合併効力発生日 2024年７月１日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に基づく簡易合併であり、アイエスビー東

北においては、同法第 784 条第１項に基づく略式合併であるため、当社およびアイエスビー東

北において合併契約の承認に関する株主総会を開催することなく行います。 

 

（２）合併の方式 

当社を吸収合併存続会社とし、アイエスビー東北を吸収合併消滅会社とする吸収合併方式で、ア

イエスビー東北は効力発生日をもって解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

   当社の 100％出資の連結子会社との吸収合併であるため、本合併による株式その他の金銭等の割当

てはありません。 



（４）本合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．合併当事会社の概要（2023年 12月 31 日現在） 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 商 号 株式会社アイ・エス・ビー 株式会社アイエスビー東北 

（２） 所 在 地 東京都品川区大崎五丁目１-11 宮城県仙台市青葉区一番町１-１-30 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 若尾 一史 代表取締役社長 鈴木 康弘 

（４） 事 業 内 容 情報処理サービス業 情報処理サービス業 

（５） 資 本 金 2,378,921千円 50,000千円 

（６） 設 立 年 月 日 1970年６月４日 2011年７月１日 

（７） 発 行 済 株 式 数 11,417,900株 1,000 株 

（８） 決 算 期 12月 31日 12月 31日 

（９） 従 業 員 数 （単体）   890 名 （単体）   28名 

（10） 

大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

有限会社若尾商事    17.52％ 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）    10.70％ 

アイ・エス・ビーグループ従業員

持株会          4.19％ 

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）          3.85％ 

吉田 和広        2.57％ 

株式会社アイ・エス・ビー   100％ 

（11） 直前事業年度の経営成績及び財政状態 

 決 算 期 2023年 12月期（連結） 2023年 12月期（単体） 

 純 資 産 11,821,579千円  111,161千円  

 総 資 産 17,988,876千円  193,790千円  

 １ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 1,035円 37銭  111,161円 37銭  

 売 上 高 32,388,135千円  422,856千円  

 営 業 利 益 2,734,193千円  48,513千円  

 経 常 利 益 2,810,548千円  49,007千円  

 
親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
1,472,540千円  40,128千円  

 １株当たり当期純利益(円) 129円 07 銭  40,128円 58 銭  

 

４．合併後の状況 

本合併により当社の名称、所在地、代表者、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期の

変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

当社および当社 100％出資の連結子会社による合併であるため、本合併による当社の連結業績に与え

る影響は軽微です。 

 

以 上 


